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アメーバ経営システムの運用の継続企業と中止企業の比較

一組織成員に対する心理的な影響メカニズムの多母集団同時分析－

渡辺岳夫

＜論文要旨＞

アメーバ経営システムを導入する企業が近年増加している． しかし， それらの導入企業の中には， 短期
的にその運用を中止ししてしまう企業も少なくない． その中止の原因を解明するためには， アメーバ経営

システムを継続的に運用している企業と比較的短期で中止してしまった企業において， 部門別採算制度の
諸側面がアメーバのパフォーマンスに及ぼす影響メカニズムに相違があるかどうかを明らかにすることは

非常に重要である．本研究において多母集団同時分析を実施した結果， その影響メカニズムは継続企業と
中止企業の間で概ね同様であることが分かった．比較的短期間でアメーバ経営システムを中止してしまう
く．らい運用中に問題が生じていた状況でも， 当該システムは一定の効果をもたらしていたのである．以上
のフアインデイングスにより， その中止原因は，得られた効果を上回る負担感や不満の存在， あるいは効
果の絶対量を抑制する何らかの要因の存在である可能性が高いことが示唆された．

＜キーワード＞

アメーバ経営システム，集約的効力感インタラクション，努力実感性， 因果明瞭性

AComparativeAnalysisbetweenContinuingand

DiSContinuingFirmsonAmoebaManagementSystem

ThkeoWatanabe

Abstract

FirmsintroducingtheAmoebaManagementSystemhaveincreasedinrecentyears.HoweveI;amongthosefinns

thatintroducethesystem, thereareacertainnumberoffirmsthatdiscontinuetheiroperationintheshortteml. In

ordertoclarifythecausetodiscontinuethesystem,itisimportanttocomparebetweencontinuinganddiscontinuing

6nnsonAmoebaManagementSystem・Asaresultofmulti-groupmeanandcovariancestructureanalysis,itisfbund

thattheinfluencemechanismisgeneraUysimilarbetweencontinuingfinnsanddiscontinuingfinns.Eveninsimations

whereproblemsareoccumngduringoperationtotheextentthatitstopsAmoebaManagementSystem,thesystem

hasacertaineffect. Basedonthisfindings, itissuggestedthatthecausetodiscontinuethesystemislikelytobe

theexistenceofafeelingofburdenanddissatisfactionexceedingtheeffectobtained,orsomefactorssuppressingthe
absoluteamountofemct.

Keywords

AmoebaManagementSystem,coUectiveefficacy, interaction,effOrtfeeling,causalityclarity

Submitted: Janualyl6,2018

Accepted:May24,2018

PIDfessor,DepartmentofCommerce,ChuoUniversity

2018年1月16日受付

2018年5月24日受理

中央大学商学部教授

35



管理会計学第27巻第1号

1° はじめに

近年， アメーバ経営システム（以下,AMSと略称）は研究者のみならず実務家からも注目を

浴び， 当該システムを導入する企業は2000年代に入ってから急増している. 1996年までの導

入企業数はわずか85社であったが（三矢ほか, 1999: 195), 2002年になると218社と約2.5倍

に急増した（三矢, 2003: 150). それ以降も, 2008年に360社（松井, 2008), 2014年には515

社（上總, 2014:51),そしてAMSのコンサルテーションを主たる業務とする京セラコミュニ

ケーションシステム（株） （以下, KCCSと略称）のウェブサイトによれば, 2017年6月末時

点で724社にまで, AMS導入企業の規模は拡大している．

しかし，その導入きれたAMSが，全ての企業において長期間に渡って継続的に利用され続

けるわけではない．実際に，松井(2008)では, 360社のAMS導入企業のうち3割近くの105

社がAMSの運用を中止したことが報告ざれている．その中止企業105社のうち22社は，清

算倒産，あるいはM&Aや社長の交代といったAMSの運用環境やコアとなる支援者の劇的

な変化を，その中止の原因とする企業群であり,AMSの導入や運用のプロセスにおいて問題

が生起していたかどうかは不明であるが，仮に生起していたとしても少なくとも主因ではない

と推察できる．他方で，残りの80社余りは,AMSの運用に対する推進力不足や社内の混乱・

反対が，その中止の原因とされている． これらの企業群では, AMSの導入・運用のプロセス

において，何らかの理由によって当該システムに対する組織成員の受容が促進きれずに中止に

至ったケースが多く含まれていることが想定される．

AMSの運用を継続している企業と中止した企業について，その目的，成果，負担などに関

する認知の差を分析した最新の研究（窪田ほか, 2015)によれば，継続企業と中止企業の間に

は，帳票記入の手間暇に関して特に大きな差が見られたとされている．すなわち, AMS継続

利用企業と比べて中止企業群においては，その導入に伴う事務処理などの負担感が大きく認知

されていたのである．そして，窪田ほか(2015)は，そういった負担感の増大がAMSに対する

総合的な満足度を低下させており，それがその運用中止の判断に影響を及ぼしているのではな

いかと指摘している．

しかし，興味深いことに，同じく窪田ほか(2015)によれば，中止企業群においても採算意識

は高く，継続企業群と比較してもほとんど差がみられなかったことが報告されている． このこ

とは, AMSの部門別採算制度の側面が, AMS導入後に中止に至るか否かに関わらず，組織成

員の採算意識を高めることに寄与している可能性を示唆している．理論的に解釈すれば，組織

成員に採算意識が醸成されれば，その後の業務活動が改善され，効率化も促されると考えるこ

とができる．実際に，渡辺(2017)は，小集団部門別採算制度の諸特性によって，アメーバ単位

のパフオーマンスが高まることを実証しており，その効果が行動レベルにも及ぶことを明らか

にしている．

ここで生起する研究課題は,AMSの部門別採算制度の諸特性は，果たしてAMS運用継続企

業と中止企業の別なく，採算意識の向上を通じて組織成員のポジティブな行動変革を促してい

るか否かということである． もし中止企業におけるAMSの効果が，可視化不能な意識レベル

でとどまっており，認識可能な行動レベルで発現していないとするならば,AMS導入に伴う

負担感の増大と相まって，それに対する総合的な満足度が低下してしまうのは当然の帰結であ

ろう． この場合，部門別採算制度と行動レベルの効果との間の因果関係を棄損している要因の
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解明， ならびに負担感の認知を軽減するための方策の解明がより大きな意義を有することと
なる．

また仮に，導入後に運用を継続するか中止するかに関わらず,AMS導入企業おいては，部

門別採算制度によってアメーバの行動レベルの効果が一定程度促進されるとするのならば，そ

のことがAMSに対する総合的な満足度につながらない原因の解明が重要となる.AMS中止企

業においては，可視化された効果の増分に対して負担感の増分が上回っているのか，あるいは

総合的な満足度に対してその他の要因が負の影響を及ぼしているのかを解明することが，後の

研究の課題となろう．

以上のように，本研究は，導入されたAMSが運用中止となってしまう原因を解明すること

を目途として,AMSの運用を継続している企業と中止した企業において，部門別採算制度の諸

側面がアメーバという小集団の行動レベルの効果に及ぼす影響メカニズムに相違があるかどう

かを検証することを一義的な研究目的として措定することとする． これにより,AMSを導入

した企業が，短期的にその運用を断念せざるをえなくなることを抑止し，所期の導入目的を完

遂することに資することができるであろう．本稿は，最初にAMSの効果に関する先行研究の

レヴユーを行い，その後にAMSの運用を後に中止する企業と継続的に運用している企業から

実際にデータを収集し，両者におけるAMSが及ぼす影響メカニズムについて定量的な比較分

析を行うこととする．定量的な分析手法を用いる理由としては，本研究がアメーバという集団

レベルの効果に着目していることが挙げられる．当該効果は， アメーバ組織を構成する多くの

組織成員によってもたされる，いわば集団現象である． アメーバの効果に対する影響のパター

ンの存在を実証し，集団現象を解明するためには，定量的な分析手法が有効であろう．

2． AMSの効果を促進するメカニズム

AMSの導入に伴い生じる効果については，意識レベル，行動レベル， ならび財務業績レベ

ルにおいて，その発現が確認きれている．意識レベルについては， コスト意識(Cooper,1995;

MerchantandVanderStede,2007),採算意識（三矢ほか, 1999;三矢, 2003;丸田, 2013;丸田ほ

か, 2017),および経営者意識（稲盛2006; ト, 2016;北居ほか, 2017)の向上， また責任感の

増大（横田・鵜飼， 2010） といった効果が指摘されている． さらに，行動レベルの効果として

は， コスト削減行動（横田・鵜飼， 2010)，水平的・垂直的コミュニケーションの促進（三矢，

2003)，仕事の質・スピードの向上（渡辺, 2017)などが明らかにされてきた．最後に,AMS

の効果が行動レベルにおいて発現し，それが時間当たり採算などの会計指標にも反映されると

ころまで確認した研究としては，数は少ないが，三矢(2003)や丸田(2014)を挙げることがで

きる．

本研究では，上述したように, AMSの部門別採算制度の諸特性がアメーバという組織単位

の行動レベルに影響を及ぼすメカニズムについて，運用継続企業と中止企業との間で比較する

ことを目的としている． したがって，第一に部門別採算制度の特性を抽出し，それらと効果の

間のメカニズムを考察していること，第二に意識レベルだけではなく，行動レベルの効果も考

察していること，そして第三に個人レベルの効果ではなく，組織レベルの効果を分析の対象と

していることといった点を重視し，渡辺(2017)の分析モデルを援用して，上記の研究目的に取
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図l AMSの効果を促進するメカニズムに関する分析モデル

出典:渡辺(2017)より筆者作成

り組むことにする．

渡辺(2017)は，主として組織心理学分野の先行研究を丹念にレヴユーし，その論拠に基づい

て, AMSの部門別採算制度の諸特性がアメーバのパフォーマンスに及ぼす影響メカニズムに

関する分析モデルを構築している（図l参照)．そして, AMS導入企業2社の合計283名から

データを収集し，共分散構造分析を行い，当該分析モデルの適合度指標が豊田(2015)の厳しい

基準値(Gm,AGH≧0.90,Cm≧0.95,RMSEA≦0.05)を概ねクリアすることを明らかにして

いる．すなわち，渡辺(2017)で検証されている分析モデルは,AMSの実践現場から得られた

データと十分にフィットするということができる． まずはこの分析モデルを構成する概念，そ

れから構成概念間の関係について，渡辺(2017)に基づき概観したい．

当該モデルのコアとなる概念は，集約的効力感という心理的な構成概念である． これは，

Bandura (1997:477)によれば， 「集団の成員間で， 自分たちは所与の達成水準を産み出すため

に必要な行動方針を編成し，実行することができると共有された信念」と定義されている．端

的に言えば，集約的効力感とは組織成員各々が抱く 「我々のグループはやればできる」という

信念であり，多くの先行研究において， グループパフォーマンスを促進する効果を有している

ことが確認されている．例えば,Gullyetal. (2002)は，集約的効力感がグループパフォーマン

スに及ぼす影響を実証的に解明した67の研究に対してメタ分析を行い，その効果を明らかに

している．

集約的効力感の効果が概ね確認されているとするならば，必然的にどうすればそれを高める

ことができるのか，つまりその先行要因についての議論が重要となる．実際にこれまで，多く

の先行研究において，集約的効力感の様々な先行要因についての検証がなされてきた．渡辺

(2017)では，心理学領域の先行研究をサーベイしたうえで(MulveyandRibbens, 1999;Gibson,

2003;GibsonandEarlry,2007),特にグループの内外におけるインタラクションに着目している．
その理由は， アメーバ経営の先行研究を傭|厳して見ると，その一次的な行動レベルの効果は組

織成員間のインタラクションを生起させることにあると解釈可能だからである．なお，渡辺

(2017)では,Marksetal. (2001:357)に従い， インタラクションを「共通目標の達成ためにタ

スクの効果的な組織化を目指してメンバー間で行われる相互作用的な行為」と定義している．

ただし,Marksetal. (2001)ではインタラクシヨンを小集団内で生起するものに限定して捉えよ
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うとしているが, AMS研究においては小集団間つまりアメーバ間のインタラクシヨンもまた

非常に重要であるとされていることから，渡辺(2017)では，異なるアメーバに所属している成

員間の相互作用的な行為を含めて捉えることで,Marksetal. (2001)のインタラクシヨン概念を

拡張している．

では，本研究においても，なぜMarksetal. (2001)のインタラクシヨン概念を援用するのか，

その理由は次の通りである．第一に,Marksetal. (2001)では， インタラクシヨンを小集団のパ

フォーマンスを促進する要因として位置づけ，その概念化が行われているが，本研究でもイン

タラクションは，集約的効力感を媒介して，最終的にはアメーバのパフオーマンスを促進する

重要な要因と考えているからである．

第二に,Marksetal. (2001)は,効果的なインタラクシヨンを,転換点(transition)と行動(action)

の2つの要素に分解して捉えようとしているが，それらがAMSにおいて生起するであろうイ

ンタラクション現象を捉える際に整合的であるからである． 「転換点」は効果的なインタラク

ションの前提となる要素であり，小集団のメンバーが，①自分たちの業績目標，②その目標達

成のために日々何をすべきか，③自分たちの作業方針について議論し合っている程度で捉えら

れる． AMSの先行研究においても, AMS実践において朝礼やアメーバ会議などが定期的に開

催されており，時間当たり採算や売上の目標や実績それらに関する課題の有無，課題の解決

策などについて議論が繰り返されており，そのことがアメーバ内・アメーバ間のインタラク

ションの契機となることが早くから指摘されている（谷， 1999)．次に「行動」であるが， こ

れは「転換点」をきっかけとして，実際にインタラクションを行っているかどうかを捉える要

素であり，小集団のメンバー同士および小集団の垣根を越えたメンバー同士が，①タスク関連

の情報を共有するために必要な時間をとっているか，②お互い積極的に学習し合っているか，

③互いに効果的にコミュニケーションをとっているかといった項目で捉えられる．三矢(2003）

は，他のアメーバからの情報の受取りと他のアメーバへの情報提供を水平的インタラクション

として捉えているが， 「行動」という要素は， まさにこの水平的インタラクションに該当する

ものといえよう．

第三に,Marksetal. (2001)のインタラクシヨン概念に内包される能動性・内発性が，集約的

効力感の先行要因としてインタラクションを捉える場合， より適切であると考えられたからで

ある．効力感という概念は， 2000年以降のポジティブ心理学の台頭に伴いl,注目を集めるよ

うになった概念であり，そこにおいては人間行動における能動性，主体性，内発性が重視され

ている.Marksetal.(2001)においても，小集団のパフオーマンスを促進する要因をチーム・プ

ロセスと呼び， これをインタラクションの要素と人間関係の要素に分解しているのだが，チー

ム・プロセスにおいて効果的なインタラクシヨンが生起するためには，組織成員間に信頼関係

が醸成されているか，全体最適を志向するような人間関係が構築できているかが重要であると

考えられている．そこにおいては明らかに，信頼関係や利他性に裏付けられた能動的なインタ

ラクションが想定きれているのである．

さて，以上のようなインタラクシヨンを促進するAMSの特性として，渡辺(2017)では，努

力実感性および因果明瞭性という操作的な概念を設定している.AMSの先行研究によれば，

例えば尾畑(2017)や渡辺(2013)が指摘するように，他のアメーバと連携しなければ成果を上

げることができないような計算構造を構築している場合もあり，その場合には必然的にアメー

バ間のインタラクシヨンが促進されるとされている．そこでは，確かに， インタラクションが

生起する理由を説明することには成功している． しかし，本研究では，上述したように能動的
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なインタラクションの持続に研究関心を置いており， したがって， そのようなインタラクシヨ

ンに影響を及ぼすAMSの会計特性を措定しなければならない． そこで，渡辺(2017)における

次のような概念に着目するのである．すなわち，努力実感性とは, AMSの会計情報上の工夫

(例えば利益情報を重視している点など）によって， またそのタイムリーなフィードバックに

よって，組織成員が傾注した努力を実感できる程度を捉えるものである．次に， 因果明瞭性と

は,AMSの会計情報が素人でも理解できるようなシンプルさを備えていることによって， ま

たアメーバという組織単位が小集団であることによって，組織成員の努力とそれによって得ら

れた成果との間の因果関係が，組織成員に明瞭に理解できる程度を捉えるものである．渡辺

(2017)では， 自分たちの仕事上の努力には意義があるのだという実感（努力実感性）が高まっ
たり， どうすれば成果を高めることができるのかという因果関係が良く理解されている（因果

明瞭性）からこそ，成果を高めよう，あるいは努力に見合う成果を得ようとして， 自律的・能

動的にインタラクションを生起させるようになると解釈している．

渡辺(2017)では，以上の分析モデルを検証した結果,AMSの諸特性は組織におけるインタ

ラクションを活性化させ，そのインタラクションを通じて組織成員の集約的効力感が促進さ

れ，最終的にアメーバのパフォーマンスが向上することを明らかにしている．そこで，本研究

は，当該分析モデルを援用して,AMSの運用を継続している企業と中止した企業とでは,AMS

の特性がアメーバのパフォーマンスに及ぼす影響メカニズムが相違するかどうかを実証するこ

とにする2． なお，図lにおいて点線で示されているパス，すなわち，努力実感性が高まると

集約的効力感が促進されるというパス2-1と， 因果明瞭性が高まると集約的効力感が促進され

るというパス2－2については，渡辺(2017)では統計的に有意な正の因果関係が確認されなかっ

たが，本研究では探索的な意味も込めて分析に含めることにする．

3． AMSの運用中止企業と継続企業

3.1運用中止企業:A社

管理会計システムについての失敗ケースの報告は，非常に少ないのが現状である. AMSに

ついていえば， 日経ベンチャー(2007)においてわずかに一例が報告されているのみである．管

理会計システムはコンサルティング会社の重要なプロダクトであることが多いため，その協力

を得て研究者が失敗ケースにアプローチすることは非常に難しい． また，失敗ケースは余程の

ことがない限り公表されることはないので，研究者は特別なチャネルがなければ，その存在を

認知することすらできない．

そのような状況のなか，本研究では,KCCSの指導を受けてAMSを導入したけれども，運

用指導終了後3年も経たずしてその運用を中止するに至った企業（以下, A社と称する）か

ら, AMS運用中における組織成員の認知に関するデータを収集することができた．電気機器

メーカーであるA社は， 2016年3月期の売上高（連結）が約600億円，従業員（連結）が約

2,200名の中堅企業である．創業以来一貫して自動車用部品の製造・販売を主たる事業として

展開しているが，近年は家電製品関連の電子機器事業が売上高に占める割合も増えつつある．

同社は，早くから高品質の追及を基本方針とし, 1990年代初頭にはデミング賞, 2000年代初

頭にはTPM優秀賞第1類を受賞している．
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A社は，従業員一人ひとりが課題を見つけて，それをオープンに話し合い，協力して解決し

ていく組織風土づくり，経営者意識や収益意識を持った人材の育成，および環境変化への対応

力の高い組織能力の構築を実現することを目指して， 2008年からAMSの導入を検討し始め

た． そして, 2010年の前半，正式にKCCSからAMS導入の指導を受け， 同年の後半から翌

2011年の半ばまでの間にAMSの運用の指導を受けた．そして，それ以降はAMSを自立的に

運用し始めたが，既存の慣れている標準原価管理システムとの不整合，時間当たり採算表を利

用した管理に対するマネジメント層の不満，多大な管理工数に対する現場の不満，およびAMS

の運用開始後に導入したERPシステムとの不整合といった要因から, 2014年3月にAMSの運

用の中止が決定きれることとなってしまった．

A社から分析モデルの検証に必要なデータを収集したのは， 2011年8月から2012年2月に

かけてであり，運用指導が終わり， 自立的な運用が開始された後であったデータ収集とほぼ

同時期に, A社のAMS運営責任者や現場の管理者に対して数度のヒアリング調査を実施した

が3，上述したような不満が頻繁に表明されており，運用中止の原因が萌芽していた時期と判

断することができる．

3.2運用継続企業：西精工

次に現時点で運用を継続している2社について言及したい．最初のl社は西精工株式会社で

ある． 同社は，資本金3,000万円，売上高約43億円（平成27年度)，社員数239名（平成27

年4月時点）の中小企業であり，主に自動車，家電・弱電，住宅設備機械，建設機械，および

ゲーム機向けに，ナットを中心としたファインパーツを製造・販売している．優良企業として

有名であり，例えば, 2013年「第3回日本でいちばん大切にしたい会社大賞｣, 2014年「第47

回グッドカンパニー大賞優秀企業賞｣, 2017年「ホワイト企業大賞」など，様々な賞の受賞歴

がある．

同社がAMSの導入を決定した背景には，厳しい経営環境の中で継続的に原価の低減，品質

の向上， あるいは受注の拡大を実現するために，従業員一人ひとりが経営者意識を持つことが

大事であるという意識の高まりがあった. AMSを導入することで，業務活動の結果を「見え

る化」し，採算意識を促進することが必要だと考えられたのである． 同社が,AMSの導入を

検討し始めたのは2008年1月であり， 2008年10月から4ケ月ほどの導入指導時期，そして

2009年2月から半年ほどの運用指導時期を経て，それから現在に至るまで自立的な運用をし続

けている．

西精工からデータを収集したのは2013年12月であるが， 同時期に実施したヒアリング調査

から， 同社におけるAMSの運用が成功裏に行われていることを推察することができた4. ま

た，西精工については，円滑にAMSの運用が継続されていることや（渡辺, 2016),経営理念

の浸透度が非常に高く,AMSを効果的な運用を支えていることなども明らかにされている（渡

辺, 2014).

3.3運用継続企業:B社

AMS運用継続企業の2社目は，資本金3億円，売上高約252億円（平成27年度),社員数456

名（平成28年度2月時点)の運送事業を営んでいるB社である． 同社には大きな親会社が存在

していたため，それへの依存心や親会社の意思決定への介入の多さから，社内に危機感の欠如，
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無力感の醸成，責任感の欠如といった問題が生起していた．そういった問題は，経費のみが管

理対象であり，低減しても貢献感が得られないとか，採算の結果のフィードバックがなされる

のが翌月末と非常に遅いといった管理システムの影響を受け， さらに悪化しつつあった．以上

のような問題を解消するために,B社では, 2011年10月にAMSの導入を決定し, 2012年5月

にかけてその導入の準備をして，同年6月から運用を開始した． B社についてのデータ収集時

期は, 2016年12月1日から同年12月16日までであった．導入後の2013年度から3年連続で

営業利益率は向上していることから,AMSも一定の効果を発揮していることが推察された．

3.4 リサーチサイトの選定理由

本研究では，上述したようにAMSの運用継続企業として西精工とB社を選定し,AMSの運

用を中止した企業としてA社を選定した．その理由は下記の通りである．

まず，西精工についてであるが，同社では数回のヒアリング調査を通じて，組織成員がAMS

に対してポジティブな認知をしていることを看取することができ，単なる惰性によりAMSの

運用を継続しているのではなく, AMSの効果性の高さを認知したうえで，それを継続してい

ることが推察きれた．そのため，西精工をAMSの継続企業として措定することに，一定の合

理性があると考えられた．

次に, AMSの中止企業としてA社を選定しているが，同社に対しては, AMS導入直後を含

め，運用期間中も経時的にヒアリング調査を実施してきた関係から,AMSに対する強いレジ

スタンスの存在を本研究者は認識することができた．つまり, AMSの運用の中止がトップの

交代やM&Aに起因するものではなく，運用期間中に生じた様々な組織上の問題によるもので

あることを容易に推察することができたのである．以上の理由から，西精工の対極に位置する

企業として， 中止企業のA社を継続企業の西精工の比較対象に位置づけたのである．

最後に, AMSの継続企業としてB社を加えた理由について述べたい. B社の場合は， 同社

が積極的にAMSを導入したというよりはむしろ，親会社によるAMSの導入に伴い，いわば

消極的に導入したという経緯があった．親会社の意向を踏まえて導入した以上， たとえAMS

の運営に対してネガティブな反応が組織内に多発したとしても，容易に運用を中止することは

できないであろう． もちろん,AMSに対して組織成員の多くが効果性を認識している可能性

もあるが, B社に対するヒアリング調査はいまだ十分ではな<,それについては推測の域をで

ない． したがって,AMSの運用から効果を享受していることが看取された西精工と，その逆

にAMSの運用に対して高いレジスタンスが生じていたA社のように，運用中の効果性が明確

ではないB社を，前二者の中間の状態に存する可能性があると考え，探索的な意味も含めてリ

サーチサイトの一つとして選定することとした．

4．本研究の調査設計

4.1サンブルサイズとサンプルの特性

調査対象はプロフイットセンターのアメーバに属する社員であり，サンプルサイズは西精工

が169名, A社が144名，そしてB社が96名であった．前二者については，本社や工場を直
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表l サンプルの特性

接訪問し，質問票を配布し留め置き，個人ごとに質問票を封入・厳封したうえで郵便により返

送していただいた. B社については，質問票を社員個人宛にメールで送付し，個人ごとにメー

ルにて返信していただいた．

表lに示した通り，西精工は調査対象が全員正社員なのに対して,A社とB社は非正規の社

員を含んでいる． また，勤続年数について，西精工とA社の間(r=4.30,p<0.01),西精工と

B社の間（'=-1.73,p<0.1), およびA社とB社の間(r=6.02,p<0.01)に統計的に有意な
差が認められた． したがって，後の分析においてはこれらの相違に留意し，それによる影響を

統制する必要があるであろう．

4.2測定尺度

本研究で用いた測定尺度は，基本的に渡辺(2017)と同様である．努力実感性については，迅

速な成果のフィードバックが行われていると認知し，成果に対して傾注した努力を実感できて

いる程度と定義し7項目で測定し， 因果明瞭性については，努力と成果の因果関係を明瞭に理

解している程度と定義し3項目で測定した．次に， インタラクシヨンについては,Mathieuetal.

(2006)を参考にして, 10項目で測定した．第三に集約的効力感については，製造業における自

己管理的チームを対象として集約的効力感を測定しているLittleandMadigan(1997)を参考に，

4項目の質問項目で測定した．以上までの尺度には「l全くそうではない～5全くそうである」

というスケールを用いた．最後に， アメーバのパフォーマンスについてはCampionetal. (1993)

を参考にして， メンバーの作業の質やスピードなど行動レベルの効果に関する8項目につい

て，現在所属しているアメーバが過去の平均をどの程度上回っていると思うかで測定した．

なお，本研究では，全ての尺度に関するデータは単一の回答者から得られたものである．そ

のため，尺度間の関係が過度に強調されてしまうコモン・メソッド・バイアスが生じる可能性

がある．そこで， この問題に事後的に対処するために，ハーマンの単一因子検定を実施した

(PodasakoffandOIgan,1986).具体的には，全観測変数を対象にして探索的因子分析（主因子

法， 回転なし）を行った．分析の結果，固有値1以上の4つの因子が抽出され，その4つの因

子による累積寄与率は63.19％であった． また，最も大きい固有値を有する第1因子の寄与率

は44.48％であり， 50％に満たなかったため，本研究におけるコモン・メソッド・バイアスの

問題は深刻ではないと判断した．
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雇用形態（人） 勤続年数（年） 年齢（歳）

正社員 非正社員 平均 SD 平均 SD

西精工 169 0 15．95 11． 10 39.30 11．49

A社 114 30 11．00 8．90 33.81 9．50

B社 81 15 18．27 9．26 46.54 7． 11
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表2尺度の基本統計量，信頼性係数，およびME

平均値標準偏差 α CR AVE質問項目尺度

3. 741

3.460

3499

3．743

3641

3．834

0.886

0.977

0.950

0．892 0．891 0580

0.934

0.900

0.892

会社が提供してくれる時間当たり採算や売上の実綱数字は， とても信頼できる

時間当たり採算や売上の実績数字は‘欲しい時にタイミングよく伝運される

時間当たり採算や売上の実績数字をチェックすることで．ふだん見過ごしていた仕

努力雲感性鯉欝愚離護鰯掌…と‘ 菖分…努力を夷塵することができ
る

時間当たり採算や売上の実綱数字は． 自分たちの仕事の結果をよく反映している

時間当たり採算や売上の実綱数字が良くなると，会社への貢献が実感できる

時間当たり採算や売上の計画数字を達成するために． 自分たちがすべきことはよく
理解している

時間当たり採算が良くなるので， なるべく売上を増やしたり．経賀を減らしたりし
ようと思う

4.208

4.066

0.743

0，672 0．700 0．585

0．876
因果明瞭性

0.914

0969

0．936

0．940

1．079

0．941 0．940 0.613

1.021

0.947

1 .010

0.972

0.830

3.438

3.413

3.665

3.619

3.320

3418

3.460

3.269

3.235

3.817

私のアメーバのメンバーは． お互い積極的に学習し合う

私のアメーバのメンバーは， 自分たちの作業方針について認鏡し合う

私のアメーバのメンバーは，互いに効果的にコミュニケーションをとる

私のアメーバのメンバーは， 自分たち全員にとって何がベストかを考えて行動する

売上・経費・利益に関する実繍数字を見て． 自分たちの仕事の良し悪しについてよ
く話し合う

私のアメーバのメンバーは，他のアメーバの人たちと．仕事に関する摘報を共有す
るために必要な時間をつくる

私のアメーバのメンバーは，他のアメーバの人たちと，開放的で信頼し合うような
零囲気づくりをする

私のアメーバのメンバーは，他のアメーバの人たちと，会社全体の目標達成のため
に日々何をすべきかについて躯鏑する

私のアメーバのメンバーは．他のアメーバの人たちと． お互い稲極的に学習し合う

他のアメーバとの意見交換は， 自分のアメーバにおける改善に大いに参考になるこ
とが多い

インタ

ラクション

3.653

3. 462

3.668

3.440

0.796

0848

0．828 0．842 0.553

0.833

0.856

私が所属するアメーバは． より良い仕事の仕方を考案することができる

私が所属するアメーバは， 自分たちの能力を最大限活用できるように自己管理をす

蕊約的効力感誌総¥夢ﾒｰバ,談.仕事上困縫な状態になっても億分…蕊り趣える二
とができる

私が所属するアメーバは．時間を無駄にせずに．効率的に仕事をすることができる

3.494

3.325

3.499

3.015

3.482

3763

3． 675

0.826

0,866

0.838

0.907 0．900 0．898 0.560

0.849

0.877

0.931

メンバーの個々の作業の質

メンバーの仕事に関する満足度

メンバーが仕事をするスピード

バ秀と二Z,ス全体的な生瘻陸
利益に対する意識

原価に対する意識

顧客や社内の他の部門に， より良いサービスや製品を提供しようとする意識

4.3尺度の妥当性と信頼性

構成概念（測定尺度）の妥当性を収束的妥当性と弁別的妥当性から判断した． まず，収束的

妥当性から述べる．上記の測定尺度の32項目が分析モデルにおいて想定した通りの5因子構

造となるかを検証するために，最尤法による確認的因子分析を行った．その結果，各種適合度

指標はGHが0.82,AGHが0.79,CFIが0.89,RMSEAが0.072であり,Hairetal. (2010)の基準

値(Gm,AGH,Cm≧0.90,RMSEA≦0.70)をクリアできなかった． そこで，各尺度の因子構

造を明らかにするために探索的因子分析（最尤法，プロマックス回転）を試行した．

最初に，努力実感性7項目と因果明瞭性3項目の計10項目について分析を行った．その結
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表3各尺度のAVE,尺度間相関係数，およびその二乗値

(注l) aは努力実感性, bは因果明瞭性， cはインタラクション, dは集約的効力感， eはGPのAVEで
ある．

(注2) aからeの右上半分の数字はピアソンの積率相関係数であり，左下半分の数字は尺度間相関の二
乗である．

果，事前に想定した通り， 2因子の構造が確認された． しかし，著しく因子負荷量が低い（0.4

未満）項目1つ，および複数の因子にまたがって高い負荷(0.4以上）を示した項目1つを削

除した．その結果，努力実感性の因子は6つの項目，因果明瞭性の因子は2つの項目から構成

されることとなった．次に， インタラクション，集約的効力感およびアメーバのグループパ

フォーマンスの尺度については，いずれも想定した通り1因子構造が確認された． しかし， グ

ループパフォーマンスについては，著しく因子負荷量が低い（0.4未満）項目を1つ削除した

ため， 7つの項目から構成されることとなった．

以上のような処理を施した後に，再度確認的因子分析を行ったところ,GHが0.86,AGHが

0.83,Cmが0.93,RMSEAは0.065となり, CHとRMSEAについては基準をクリアすることが

分かった． さらに，各尺度についてAVE(AverageVarianceExtracted)を算出したところ，いず

れの尺度についても表2の通り, FOmellandLacMr(1978)の基準値(AVE≧0.50)を満たしてい

ることが分かった．以上の確認的因子分析およびAVEの値に基づき，利用する測定尺度は概

ね一次元性を有しており，収束的妥当性が確認できたと判断することができる．

次に，尺度の信頼性についてであるが，表2のとおり， クロンバックのαについては，因果

明瞭性の値が若干Nunnally(1978)の基準値を下回ったが(α≧0.70),それ以外の尺度はすべて

基準を満たしていた． また,CR(CompositeReliability)については， インタラクションの値が基

準をオーバーしたが，それ以外はNunallyandBemstein(1994)の基準値をクリアしており(0.70

≦CR≦0.90),概ね測定尺度の信頼性は確認できたといえよう．

最後に，尺度間の相違性を検討するため，各尺度のAVEと尺度間相関の二乗を比較して弁

別的妥当性を検証した．その結果，表3のとおり， aからeの各尺度の剛Eが尺度間相関の平

方の値を上回っており，全ての尺度について弁別的妥当性が確認されたといえよう(Hairetal.,

2010).
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努力実感性 因果明瞭性
インタ 集約的 グループ

効力感ラクション パフォーマンス

努力実感性 a0.580 0．652 0.624 0．495 0.499

因果明瞭性 0.425 b0．585 0.522 0.396 0.430

インタラクション 0.389 0.272 c0．613 0.713 0.617

集約的効力感 0.245 0. 157 0.508 d0.553 0.687

グループパフォーマンス 0.249 0. 185 0.381 0.504 e0.560
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図2共分散構造分析の結果

(注l)Xp<0．01
(注2）円の上の数字はR2であり，誤差項と共分散の表記は割愛している．

(注3)統制変数の値は，左から順にインタラクシヨン，集約的効力感， グループパフォーマンスへのパ

スの標準化係数である．

5．分析結果

5.1統合データに基づく共分散構造分析の結果

図lに示した分析モデルが， まずは西精工,A社， ならびにB社の全サンプルを統合した

データとフィットするかどうかを共分散構造分析によって検証した．その結果，適合度指標は

Gmが0.80,AGHが0.77,CHが0.88,RMSEAが0.083であり,Hairetal. (2010)の基準値(GH,

AGH,CFI≧0.90,RMSEA≦0.70)をクリアできなかった．

そこで,適合度指標の改善のためにアイテムパーセリング(小包化）を実施した．川端(2009：

40）によれば， アイテムパーセリングとは「複数の観測変数についてオブザベーシヨンごとに

和や平均を算出し，新たな観測変数を作成すること」と定義されている．星野ら(2005)によ

れば， これを実施することで，次のようなメリットが得られるとされている．すなわち，個々

の観測変数を投入するより信頼性が向上すること，正規性を仮定している解析には有利である

こと， およびモデルサイズを小さくすることができ， 自由度が減少し推定が安定することであ

る． アイテムパーセリングには複数の方法が提唱されているが（清水・山本， 2007)， ここで

CoffmanandMacCallum(2005)に従い領域再現法を利用した5． その結果，努力実感性の6つの

観測変数は3つ， インタラクションの10の観測変数は5つ，集約的効力感の4つの観測変数

は2つ，そしてグループパフオーマンス7つの観測変数は3つに， それぞれ小包化きれること

となった．

小包化した観測変数を利用して，再度，構造方程式モデリングによる分析を行ったところ，

GHは0.92,AGHが0.88,CHが0.96,RMSEAが0.067であった.AGmの値が若干低いが，概

ね十分なモデルの適合度を確認することができた．当該モデルの分析結果は，図2のとおりで

ある． なお，調査対象企業ごとに有意な差が確認きれた雇用形態と勤続年， ならびにアメーバ

リーダーであるか否かといった要因を統制変数として投入している．
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表4各モデルの適合度指標

GFI AGFI CFI RMSEA AIC

831.731

831.304

862.756

866.028

0.043

0.043

0.045

0.046

0.943

0.943

0.933

0.933

0.808

0.806

0.796

0.796

0.861

0.859

0.846

0.847

等値制約を課さないモデル

共分散に等値制約を課すモデル

パス係数に等値制約を課すモデル

共分散とパス係数に等値制約を課すモデル

図2によれば，パスl-1,パス3,およびパス4について，統計的に有意な強い正の影響を

およぼしていることが分かる．すなわち,AMSの会計情報上の最大の特徴である時間当たり

採算などの情報が相対的にタイムリーに提供され，組織成員が傾注した自己の努力を実感する

ことができるものであれば，当該成員はまずはアメーバ内あるいはアメーバ間においてインタ

ラクションを生起きせる可能性が高いのである．そして，そういった組織成員間の相互作用的

な行為を経て集約的効力感が促進され，その結果アメーバのパフォーマンスが向上するのであ

る．以上のように,AMSの特性が， インタラクションを介して，集約的効力感やアメーバの

パフオーマンスに間接的な影響を及ぼしているというメカニズムについては，渡辺(2017)の結

果とほぼ同じである．相違点は，因果明瞭性からインタラクションヘのパスl-2について，統

計的に有意な正の関係が確認されなかったことである．

5.2多母集団同時分析の結果

本研究の目的は， 冒頭に言及したように, AMSの運用継続企業と中止企業において，部門

別採算制度の諸側面がアメーバという小集団の行動レベルの効果に及ぼす影響メカニズムに相

違があるかどうかを検証することである．図2において，運用継続企業である西精工とB社，

および中止企業であるB社のデータを統合したうえで， まずはその影響メカニズムを確認し

たが，研究目的の完遂のためには，当該メカニズムが西精工, B社，およびA社のそれぞれ

において当てはまるのかどうかを検証しなければならない．そのため，多母集団同時分析を

行った．

最初に，西精工, B社，およびA社のそれぞれ社員群の間におけるモデルの等質性を検討す

るために，群問で等値制約を課さないモデル，群間で共分散のみに等値制約を課すモデル，群

間でパス係数にのみ等値制約を課すモデル，そして群問で共分散とパス係数双方に等値制約を

課すモデルを作成し，モデルの適合度の比較を行った．表4によれば，等値制約を課さないモ

デルが，他の何らかの等値制約を課したモデルよりも，ごくわずかではあるがよりデータとの

適合性が高いと判断された． したがって，本研究では等値制約を課さないモデルを採用するこ

とになるが，当該モデルについての分析結果は図3のとおりである．

分析結果は，統合データに基づく共分散構造分析の結果とほぼ同様であり，西精工, A社，

およびB社の全てについて，パスl-1,パス3,およびパス4が統計的に有意な正の関係にあ

ることを示している． また，それぞれのパス係数の値の大きさも，大きな相違は見られない．

しかし，パス2－2について，すなわち因果明瞭性から集約的効力感への影響経路については，

A社においてのみ統計的に有意な正の影響が確認された．等値制約を課さないモデルが採用さ

れた場合，西精工,A社，およびB社の間で，各潜在変数が他の潜在変数に及ぼす影響が等し
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図3多母集団同時分析の結果

統制変数

勤続年数:-0.14,-O.08,O.08

0.01, 0.17,0.02

-0.09,-0.12,0.06

リーダー： 0.01,-0.05,0.11

‐0.21,-0.15,0.27

‐0.07,-0.00,0.12

３
１
３

４
３
６

●
△
、
●

０
０
０

■■■●■■■●●■p■■■■■●■■■■

インタラクション

示

0

b.03

灘
-0.16パス

0．11 0．

二、:：

O

パス1-1(+）0
0

齋
端
※

勢
酔
が

６
６
７

0.59

0.60

0.64

因果明瞭性
グループ

パフォーマンス

集約的
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パス4(+）

努力実感性
0.17

0.01パス2-1(+）
008

(注l)※※p<0.01,Xp<0.1
(注2）円の上の数字はR2であり，誤差項と共分散の表記は割愛している．

(注3)統制変数の値は，左から順にインタラクシヨン，集約的効力感グループパフオーマンスへのパ

スの標準化係数である．

(注4)パス係数が3段に渡り示されているが，上段の値が西精工， 中段がB社，下段がA社である．

表5標準化係数の企業間比較

西精工-A社 西精工一B社 A社-B社

1．714

1．427

0．467

0．858

－1．869

1.000

１
２
１
２

－
一
一
－

１
１
２
２
３
４

ス
ス
ス
ス
ス
ス

ｆ
ｆ
く
ｆ
く
ｆ

ノ
ノ
ノ
ノ
ノ
ノ

1．467

0．787

-0.374

1．299

0．980

2．244※

0．656

1.017

0．884

0．064

－1．928

－0．957

(注)Xp<0.05

いということを意味することにはならないのである．そこで，西精工,A社，およびB社間で

標準化係数に有意な差があるかを検定することとした．標準化係数の差異を標準正規分布に変

換した時の値が絶対値で1.96以上であれば，比較した企業間の標準化係数には5%水準で有意

な差があるといえる．表5によれば，西精工とA社の間でパス4に有意な差があることが分

かった． ただし，その他の全てのパスについては，各企業間で統計的に有意な差は認められな

かった．パス2－2については，図3によればA社についてのみに統計的に有意な影響が確認さ

れていたが，各社の標準化係数の間には有意な差は存在しないことが分かった．

また，努力実感性と因果明瞭性というAMSの特性が， インタラクションおよび集約的効力
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表6努力実感性と因果明瞭性の間接効果の推定結果

90％信頼区間

標準化間接効果 標準誤差 下限 上限

0.497

0.119

0.352※※※

0．019

0．212

－0．067

0.093

0．063
インタラクション→集約的効力感

西精工
0．552

0．191

0.408※※※

0.025

0.096

0.096

0．246

－0．123
インタラクション→集約的効力感→GP

0.647

0.195

0.455※※※

0.070

0.283

-0.047

0.106

0.073
インﾀﾗｸｼｮﾝ→集約的効力感

A社
0.438※※※

0．176

0.633

0.339

0．116

0．107

0.246

-0.036
インタラクション→集約的効力感－･GP

0.737

0.272

0.433※※

－0．116

0.122

-0.395

0.202

0.199
インタラクション→集約的効力感

B社
0．362※

-0.095

0．686

0．352

0．022

－0．393

0.214

0.227
インタラクション→集約的効力感→GP

(注l)※※※p<0.01,※※p<0.05,Xp<0.1
(注2)上段の値が努力実感性の間接効果の推定値であり，下段の値が因果明瞭性の間接効果の推定値で

ある．

感を介してグループパフォーマンスに及ぼす間接効果を， ブートストラップ法（標本数1000,

信頼区間10％）によって企業ごとに評価した(ShroutandBolgel;2002).その結果，表6のとお

り， 因果明瞭性は3社ともに有意な間接効果を及ぼしていなかったしかし，努力実感性につ

いては， インタラクションを介して集約的効力感に対して，およびインタラクションと集約的

効力感を介してグループパフォーマンスに対して，いずれも統計的に有意な正の間接的な影響

を及ぼしていることが確認された．

6．分析結果の考察

本研究は，多大な時間や費用を要して導入されたAMSが，企業によってはなぜ運用中止と

なってしまうのかということを問題意識に措定したうえで,AMS運用継続企業と中止企業と

の間で，部門別採算制度の諸側面がアメーバのパフォーマンスに及ぼす影響メカニズムを比較

し，相違の有無を確認するという研究課題を設定していた．前節の分析結果を受け，当該課題

に対して一定のアンサーが得られたかどうかについて解釈していきたい．

第一に，図3の多母集団同時分析の結果，運用継続企業である西精工およびB社と，中止企

業であるA社の間で,AMSのパフォーマンスへの影響メカニズムは概ね等しいことが分かっ

た． まずはいずれの企業においても, AMSの一次的な効果として，その特性の一つである努

力実感性がインタラクションに対して強い正の影響を及ぼしていることが確認された（西精

工=0.63, B社=0.60,A社=0.72).つまり，会計指標を通じて傾注した努力を実感できてい
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たり， フィードバックがタイムリーに提供されていると認知しているほど， アメーバ内外でイ
ンタラクションが引き起こされているのである. AMSの運用を継続している企業でも，それ

を後に中止することになり，その原因を既に内包していた企業でも，会計指標が組織成員の仕

事の結果を適切に反映し，それを即座に提供するからこそ，見過ごされていた仕事上の課題に

気づいたり，強化すべき取り組みを意識することができ，そしてその課題を解決したり， より

一層仕事のレベルを上げるうえで，他者の意見や考えを聴取する必要性が生じ，それが組織成

員問のインタラクションを生起させると考えることができる．

また,AMSの二次的・三次的な効果についても，西精工,B社，およびA社との間で大きな

相違がないことが分かった．すなわちインタラクションが集約的効力感に対して強い正の影響

を及ぼし（西精工=0.56,B社=0.72,A社=0.63),そして集約的効力感がグループパフォー

マンスに対して非常に強い正の影響を及ぼしていたのである（西精工＝0.78, B社=0.82, A

社=0.81).

しかし，表5に示した通り，標準化係数の企業間比較の結果，集約的効力感からグループパ

フオーマンスへのパス4について，西精工とA社の間で相違があることが分かったパス4に

ついては，いずれの企業においても，統計的に有意な強い正の関係が確認されているが，相対

的にA社の方が，西精工よりも強い影響を及ぼしていたのである．西精工と同様にAMS継続

企業であるB社については，パス4についてA社との間に有意な差が確認されていないこと

を踏まえると，西精工とA社の間に差がみられた理由が，継続企業固有のコンテクストによる

ものなのか，それとも中止企業固有のコンテクストによるものなのかを， ここでは判断するこ

とはできない． とはいえ,A社の場合，データ収集の時点から約2年後にAMSの運用を中止

しているが， ヒアリング調査などを通じて既にそのデータ収集の時点で，中止の原因と考えら

れるAMSに対する各種の不満が噴き出していた．そういった状況下においても，集約的効力

感が促進きれた場合には， よりグループパフォーマンスを促進することが示唆されたことは興

味深い発見事項であると言えよう．

以上のように，集約的効力感からグループパフォーマンスに対する影響について，継続企業

の西精工と中止企業のA社との間で相違が確認きれたわけである． しかし，その影響の相対的

な強さに相違がみられたということであり，いずれの企業においても強い正の影響が確認され

ている． また，努力実感性の集約的効力感およびグループパフォーマンスに対する間接的効果

を評価したところ, AMS継続企業である西精工およびB社， そして中止企業であるA社いず

れについても，表6の通り統計的に有意な正の影響を及ぼしており，かつ影響の強さもほぼ同

じであった． このことから,AMSの特性がグループパフォーマンスに及ぼす影響メカニズム

は，全体としてみれば,AMSを継続している企業（西精工とB社） とそれを結果として中止

した企業(A社）の間で，ほぼ同様であると結論づけることができよう． このことは,AMSの

運用を取り巻く状況が良好であっても，後に中止につながるほどの不満が高まっている状況で

あっても, AMSは一定の効果をもたらすということであり, AMSには運用状況の良否に関わ

らず普遍的な効果があることが示唆される．
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7．今後の課題

以上の考察の結果を受け，一つの疑問が生じることになる．すなわち, AMSの運用を中止

した企業においても,AMSが一定の効果を発揮していたとするのならば，なぜその後の中止に

つながってしまったのであろうかということである. AMSの運用によって一定程度グループ

パフォーマンスが向上したとしても，それ以上にAMSの運用に伴う負担感や不満が大きかっ

たのかもしれない. AMS継続企業と中止企業はいずれも，同じKCCSのコンサルテーション

を受けており，実際の帳票記入の手続きの内容について大差はないと考えられるが，それに対

する負担感の認知に差がでるということは，導入プロセスにおいて行動的・組織的要因に対す

る配慮不足が影響している可能性もあろう. ShieldsandYbung(1989),ArgynsandKaplan(1994),

谷・窪田(2010)などによれば，新システムの導入プロセスにおいては， トップマネジメントの

支援，十分な資源の提供，継続的な教育などの行動的・組織的要因に対する適切な対処が必要

だとされている．

中止に至る原因としては， グループパフォーマンスの向上が何らかの要因によって抑制さ

れ，向上してはいても全体としては低位にとどまっており，そのことがAMSに対する総合的

な満足度を低いものとなっていた可能性も指摘できる．例えば, AMSの運用においては，部

門別採算制度の充実とともに，経営理念の浸透が非常に重要であることが示唆されている（三

矢， 2003;稲盛， 2006;澤邉, 2010;潮, 2013;近藤・三矢, 2017).AMSを中止したA社におい

ては， この経営理念の浸透が十分になされておらず，そのことが結果として部門別採算制度の

効果を低位にとどめてしまったのかもしれない．

しかし，以上の解釈は現時点では推測の域をでない．それらは今後解明されるべき，重要な

研究課題であると言えよう． なぜなら， もし負担感が効果を上回ることがAMSの運用停止に

つながる重要な要因だとすれば，負担感を軽減するための諸策の充実が,AMSの運用を継続

するためには非常に重要であるということになるからである． また，向上の程度を抑制する何

らかの要因が存在するとするならば，その要因を特定したうえで，それに対する対策を充実さ

せることが,AMSを継続して運用していくうえで，非常に重要であるからである．以上のよ

うな後続すべき研究課題を設定することができるのは,AMSの部門別採算制度に関する特性

が, AMS運用継続企業でも中止企業においても一定程度の効果を生起せしめることができて

いるということを，本研究が解明したからこそである．その意味で，本研究のファインデイン

グスはAMS研究において高い貢献をなすものと思量する．
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注

’ ポジティブ心理学とは，人間のポジティブな部分をより伸ばすことを目指し， まずは人間

のもつ長所や強みを明らかにしたうえで，そのポジティブな機能を促進する方策を科学的・

応用的アプローチによって解明しようとするものである(SnyderandLopez,2007).

2管理会計の領域では,AMSに限らず，例えばActivity-BasedCosting(ABC)やBalancedScore

Cardなどの研究領域においても，その導入を促進する要因や阻害する要因についての研究が

欧米のみならず日本でも行われている(Cobbetal.1993;FosterandSwenson,1997;Kasumen,

2002;Kmmwiede,1998;乙政, 2005;Shields, 1995;谷, 2004).特に, ABCについては，多数

の先行研究が存在しており，その中でも，例えばMalmi(1997)では,ABCが導入後に中止

に至るプロセスと，それに影響を与えた要因を詳細に考察している．それによれば,ABC

を中止に至らしめる要因として, ABC導入に伴う負担感の増大，組織内における政治的な

行動，そして最後に組織文化が挙げられている． しかし，そういった要因が，管理会計シ

ステムの失敗や運用中止に影響を与えるとしても，管理会計システムによる組織心理に対

する「影響の与え方」にも影響を及ぼしているのかどうか，及ぼしているとするとどのよ

うな影響を及ぼしているのかについては，いまだ十分に解明されているとはいえない．

3 ヒアリング調査の実施記録は次の通りである． （ ）内はヒアリングの時間を示している．

2011年8月23日(lh)電子機器事業部製造部長A氏, 2011年8月23日(0.5h)自動車部品事

業部製造課長B氏, 2011年8月23日(2h)執行役員経営管理本部本部長C氏, 2012年1月

23日(1h)C氏, 2012年1月23日(1h)経営管理課課長D氏, 2012年1月24日(2h)B氏，

2012年2月24日(lh)A氏, 2012年2月24日(lh)B氏, 2012年2月24日(4h)課長・係

長・班長クラス6名．

4ヒアリング調査の実施記録は次の通りである．いずれもインタビュイーは同社の経営管理

課長のA氏であった. 2013年2月27日(2.5h),2013年7月30日(2h),2013年12月16日

(2h),2014年5月8日(3.5h),2015年10月30日(3h).

5領域再現法とは，探索的因子分析の結果の因子負荷量から，特定の因子への因子負荷量が

（最大の項目十最小の項目） （2番目に大きい項目十2番目に小さい項目） （3番目に大きい

項目十3番目に小さい項目） という組み合わせで下位尺度を構成していく方法である．
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